
様式４－１

９．経費の内訳 （単位：円）

事業
番号 個別事業名

公募要領の
取組例

予算措置年度
交付決定事業 総事業費

（A=B+C+D)
本交付金

（B)
他の寄付金等

（C)
自己資金

（D)
備　　考

①
男性の家事・育児参画促
進事業

２（１） ３年度当初予算
３年度当初予
算

2,206,029 1,103,000 1,103,029

②
やまぐちみらい女子応援
事業

２（１） ３年度当初予算
３年度当初予
算

2,193,642 1,096,000 1,097,642

③
女性管理職アドバイザー
制度

２（１） ３年度当初予算
３年度当初予
算

505,481 252,000 253,481

④
県内創業・事業承継促
進事業

２（１） ３年度当初予算
2年度補正予
算

6,890,329 3,445,000 3,445,329

合　　計 11,795,481 5,896,000 0 5,899,481

注３）「９．経費の内訳」の「予算措置年度」は、実施主体における予算措置状況について「２年度当初予算」、「２年度補正予算」、「３年度当初予算」の
いずれかを記載してください。

注１）「９．経費の内訳」の「事業番号」及び「個別事業名」は、様式４－１－２と整合性をとって記載してください。

注２）「９．経費の内訳」の「公募要領の取組例」は、公募要領第２【取組例】（１）、（２）、（３）、（４）、（５）又は第４【取組例】（１）、（２）、（３）、（４）、（５）から
選択してください。

４．事業内容

①男性の家事・育児参画促進事業
②やまぐちみらい女子応援事業
③女性管理職アドバイザー制度
④県内創業・事業承継促進事業

５．事業効果及び
　　効果検証の概要

○参加者アンケートを実施した結果、いずれのセミナーも参加者満足度は高かった。また、やまぐち女性の活躍推進
チーム（詳細は、８事業の実施体制参照）で事業の総括を行い、課題等を次年度事業に反映させることとしている。
〇セミナー受講による女性創業者のスキルアップや、女性創業者同士や企業、関係支援機関とのネットワークの構築等
を支援することで、女性創業者の新事業展開や事業拡大の動きが多数発生した。今後はこれらの女性創業者をロール
モデルとしてPRすることで女性創業の機運が高まることが期待できる。

　連携する山口県男女共同参画推進連携会議（以下「連携会議」という。）は、女性活躍推進法に基づく協議会であり、
企業・労働・農林水産・土木・地域団体・教育等、多様な団体で構成している。また、連携会議内に、経済団体、労働団
体、労働局をメンバーとする「やまぐち女性の活躍推進チーム」（以下「推進チーム」という。）を設置しており、企業を対
象とする事業は推進チームと連携実施し、傘下の企業や団体への働きかけを行った。

10．担当者名及び連絡先
所属部署：山口県　男女共同参画課
氏名：原田　淳一
電話番号：083-933-2630　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子メールアドレス：a12800@pref.yamaguchi.lg.jp

11．事業実施及び連携工程 様式４－１－１に記載

注５）「９．経費の内訳」において「他の寄付金等」がある場合は、備考欄に内容が分かるよう記載してください。
注６）本様式はＡ４で３枚以内としてください。また、適宜参考となる資料を添付してください。

地域女性活躍推進交付金実績報告書（都道府県分）

都道府県名：山口県　　　　　　　　　　

１．事業名 女性の活躍推進強化事業

２．実施期間 令和３年４月１日　～　令和４年３月３１日

３．事業の趣旨・目的

○山口県の女性活躍を着実に推進するため、ＳＮＳなど、「コロナ時代」に対応した手法も取り入れながら、労働局や経
済団体、労働組合、市町等と連携しによる情報発信・啓発活動等を実施し、県民や事業者等の女性活躍推進、取組の
裾野の拡大を図る。そして、女性の家庭、地域などでの活動の負担を軽減することが必要とされることから、女性の活躍
を各方面から幅広くサポートすることに重点を置いた取組を実施する。
○セミナー受講による女性創業者のスキルアップや、女性創業者同士のネットワークの構築、新事業展開を支援すると
ともに、活躍する女性創業者が地域のロールモデルとなることで女性創業の機運醸成を図る。

注４）「９．経費の内訳」の交付決定事業について、「２年度当初予算」、「２年度補正予算」、「３年度当初予算」のいずれかを記載してください。

６．目標達成度及び
　　達成状況に対する評価

○男女共同参画推進事業者（仕事と家庭・地域生活の両立支援や女性の能力活用等に取り組んでいる事業者を県が
認証）の認証件数は743件(令和3年度末)となり、目標を達成し、女性の活躍推進事業者（女性労働者に対する活躍の
推進に関する取組を積極的に行うことを宣言する事業者）の宣言件数は205件(令和3年度末)となり、目標を達成した。
○そのほかの数値目標については、本県商工労働部が令和2年度に実施した山口県働き方改革推進実態調査におい
て、ポジティブアクションに取り組む事業所の割合（H28 31.0%→R2 31.3%）については、目標（40％）を達成することはで
きなかったが、数値は改善傾向にある。
〇関係支援機関の支援による女性の創業数は目標（単年度:68件）を達成した。

７．今後の課題

○家庭における女性の負担を軽減し、女性が活躍しやすい環境づくりを推進するため、男性の家事・育児参画への意
識醸成及び家事参画の促進を図る必要がある。
○新人女性管理職や中堅女性職員が社内で初めての管理職になる事や女性管理職を目指すことへの不安につい
て、相談できない場合が多い現状がある。
〇持続的な女性創業者の輩出に向け、多様なロールモデルの輩出を支援し、地域の関係支援機関と連携の上、女性
創業の機運を高めていくことが必要である。

８．事業の実施体制


